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２０１１年度　現業・公企職場に関わる制度政策要求書
　日頃、地域の発展、住民の生活向上と職員の労働条件改善に、不断の努力をされている貴職に対し心より敬意を表します。
　さて、貴職におかれましては、「地方分権」の時代に対応し、住民サービスの向上や住民ニーズに迅速かつ適切に対応できる体制の改善・確立に最大限努力されていると思います。
　2009年５月の「公共サービス基本法」の成立により、自治体の責任において安全で良質な公共サービスの提供と、従事する者の適正な労働条件の確保・労働環境整備に関し必要な施策を講ずることが求められています。
　つきましては、行政の果たすべき公共サービスについてご検証いただき、私たちが求める課題の解決に向けて、誠意をもってご回答されるよう要望いたします。
　要求に関する回答は、　月　　日までに文書で回答されるよう要求します。
以　上
学校給食に関わる制度政策要求について（案）
はじめに
　現在、偏食による子どもたちの生活習慣病や、食に関する正しい知識と食習慣を身につけられない危機的な状況を受けて制定された食育基本法をもとに、本格的な食育を進めていくこととなっています。また内閣府による食育推進基本計画の策定を発端に、2010年までに道内自治体50%で食育推進計画が作成されることとなっていましたが、未だその数は道内180市町村中22自治体に留まっており、地域における食育推進の計画の目途さえたっていないという状態となっています。
　また、地域全体として担わられるべき食育の推進が、実態としては、栄養教諭(1,000人あたり１人の配置)の個々による取り組みと、自治体内での数人の担当者による啓蒙活動に留まっており、子ども・住民に必要な食・健康に関する自治体の責務が果たされていない状況にあります。
　次代を担う子どものための学校給食の安全性及び食育の拡充に関連する以下の項目について要求いたします。
　
１．2005年の食育基本法制定以後、地域における食育の推進が必要となっていることから、その取り組みに寄与する経験・知識・資格を持ち、かつ現在責務を持って調理に従事している職員(正規職員・非正規職員)の活用について考え方を示すこと。
２．学校給食衛生管理基準を遵守し、学校給食の安全を確保するため、すでに任用している非正規職員を含めた調理従事職員に対する調理師資格取得の推進をすすめ、全調理従事職員（正規・非正規職員及び学校給食業務を担う社員）を対象とした衛生管理に関する研修を実施すること。
３．学校は地域の防災拠点であり、給食調理施設は災害時の炊き出し対応ができるよう事前に準備されておかなければならないことから、その対応に関する現在の整備状況・充実策について明らかにすること。
４．2010年までに地域の食育の根幹である食育推進計画を作成することとなっており、その作成には食・給食に関係する構成員が主体的に関与することが必要とされていることから、現在までの作成状況、もしくはその作成にあたってのプロセスついて明らかにすること。
５．学校給食法の改正により、学校における食の位置づけが重要視されることから、主食、副食等が考慮された「完全給食」の必要性に対する認識を明らかにすること。
６．感染力の強いノロウイルス被害拡大防止のための感染検査費用について、その特性から道においては公費負担とされていることをふまえ、正規・非正規、直営・民間を問わず、各自治体においても公費負担すること。

学校用務員に関わる制度政策要求について（案）
はじめに
　近年学校は、いじめや不登校、不審者侵入対策、通学路の安全確保、シックスクール症対策など安全管理上の問題や災害などの緊急時における避難所としての役割など多くの課題を抱えており、学校で働く職員として学校用務員の責務もますます重要になってきています。
　学校用務員の職務内容の根拠は、学校教育法施行規則第49条の｢学校用務員は学校の環境整備その他の用務に従事する｣とあり、｢環境整備｣と｢管理運営｣を柱に業務を遂行することを共通認識として確認してきました。
　学校は児童・生徒にとって、安全で安心して生活できる場でなくてはなりません。児童・生徒が安心して過ごせる学校環境整備はもちろんのこと、｢地域に開かれた学校｣づくりを促進するための環境整備など、社会変化による業務の多様化が求められています。
　児童・生徒のための教育環境づくりと地域に結びついた学校の役割を形成するため下記事項の積極的な対応をされますよう要求いたします。
＜重点項目＞
１．施設(校舎)の老朽化に伴う事故が多発しているため危険箇所の改善が急務です。早急に予算措置を講じて改善を図ること。また、児童・生徒が校舎内で気分が悪くなる症状を引き起こす、｢シックスクール症候群｣の例が報告されていることから、児童・生徒が学校で安全に生活するため、環境検査を徹底すること。
２．学校用務員も他の学校職員と連携し、不審者から児童・生徒を守るための対策に取り組むことを必要とされるので、危機管理体制の整備、施設(校舎)設備の改善を含め、より一層の安全対策を図ること。
３．近年、進められている環境にやさしい「社会保全・資源循環型」の実現と市民自治の尊重を柱とした「環境自治体」づくりに基づき、学校においても環境問題を教育の一環として取り組みが進められています。一方、学校から出るごみの減量化をめざし「自区内処理の原則」をもとに堆肥化できるものは堆肥化することが求められていることから、樹木の剪定枝をチップ化し堆肥などに活用することや落ち葉は腐葉土に、学校給食等の生ごみも資源化し学校農園や花壇などへの活用など積極的な取り組みを行うとともに、必要な機材の導入を図ること。
４．学校は地域住民避難所として活用されることから、学校用務員が防災・救助活動等に中心的役割を担うための救急救命法や、防災備蓄物の取り扱い等の研修を実施し、災害時に即時に対応できる体制を構築すること。

環境保全・資源循環型廃棄物行政に関わる制度政策要求について（案）
　
はじめに
　近年、天然資源の枯渇や地球温暖化等の環境問題への社会的要請が高まる中、各自治体では、容器包装リサイクル法や家電リサイクル法をはじめとした各種リサイクル法への対応、廃棄物処理施設の整備並びに最終処分場の確保など解決すべき課題が山積しています。さらに、３Ｒ(リユース、リデュース、リサイクル)の一層の推進に向けて分別収集区分の見直しなど、様々な施策展開が求められている中で、依然として厳しい自治体の財政状況と相俟って、その対応に苦慮しているところです。
　しかし、住民が安全に生活できる環境の保全や資源循環型の社会形成を行っていくために、廃棄物行政は自治体固有の責務であると同時に公共サービスの質的充実をはからなければなりません。
　資源循環・環境保全の社会形成へ向けて、下記事項への積極的な対応がなされますよう要求します。
＜重点項目＞
１．廃棄物焼却施設における運転、点検等作業及び解体作業に従事する労働者のダイオキシン類ばく露防止対策や健康管理が適切に保てるようダイオキシン類対策特別措置法の徹底を図ること。
２．一般廃棄物処理計画の策定に当たっては、処理に関し関連を有する他の市町村との調和を図るとともに、廃棄物処理の状況や廃棄物関連法令の動向などをふまえ、必要に応じて見直しを進めていくこと。
３．産業廃棄物や廃棄家電製品等の不法投棄対策をはじめとして、廃棄物に関わる監視・指導・相談業務の重要性は増大している。業務の拡充にむけ、雇用対策の一環として職員を補充し専門の職員を配置するなど、自治体としての不法投棄対策等を一層強化すること。
４．アスベストによる被害が社会問題化され、既に不法投棄も発生しており、その被害防止の観点から、公共関与による適正な処理を行うこと。
５．道路交通法違反でもあるステップ乗車を行わないことを委託契約書に明記するなど、事業に伴う交通安全の遵守に関して積極的に取り組むこと。
６．カセットボンベやエアゾール缶等、未だ収集運搬・処理の過程において火災や爆発事故が後を絶たない。廃エアゾール缶等の適正処理及びリサイクルの促進を図るため必要な対策を講じること。
７．在宅医療系廃棄物について、適切に排出されるよう住民への周知・啓発を行うのはもちろんのこと、道や医療関係機関との密接な連携を図りながら安全で適正な処理がされるよう取り組みを進めること。
８．災害廃棄物対策について環境省が示している「震災廃棄物対策指針」「水害廃棄物対策指針」に沿った対応がはかれるよう早期に処理体制の整備・確立をはかること。また、災害廃棄物の処理について、広域的な連携体制を築くよう関係団体との調整をはかること。
９．一般廃棄物収集運搬無許可業者が家庭からの廃棄物を回収し、その廃棄物を不法投棄し、また高額な処理料金を請求をされたといった事案も出ている。今後、不適切事案を防止し、住民に対し適正な廃棄物処理を推進するためにもこのような業者に対する取り締まりの強化と対策をはかること。
10．循環型社会形成を推進するために、児童に対しての環境教育を行うこと。
11．廃棄物行政の質的向上を図るため、職員の知識を養う研修の拡充を図ること。
12．廃棄物処理施設等廃棄物行政に対する財政措置の強化拡充に対する要望
　廃棄物処理施設の整備には多額の費用を要し、各市町村にとって大きな財政負担となっていることから、循環型社会形成推進交付金制度の改善をはじめとした次の事項について国や道に対して強く要望すること。
(1) 廃棄物処理施設の長寿命化・延命化を図る基幹改良事業について交付対象とすること。
(2) 施設周辺環境整備事業について次の事業を交付対象とすること。
①　施設の周辺環境整備事業
②　廃棄物施設の建屋部分及び管理棟を含むすべての建屋部分
③　普及啓発施設
④　リサイクル施設等において施設と一体となって使用する重機
⑤　ダイオキシン類の飛散・暴露防止対策事業
(3) 廃止した焼却炉の解体を促進し、地球環境を保全するための新たな廃棄物処理施設整備を伴わない解体工事などについて、新たな財政支援制度を創設するなど十分な財政支援を行うこと。
13．リサイクル関連法の円滑な推進に関する要望
　容器包装リサイクル法の施行以来、容器包装廃棄物のリサイクルは進展したにもかかわらず、容器包装廃棄物の排出量は減っていないという事実をふまえ、容器包装廃棄物の発生抑制・再使用への取り組みを次の事項について国や道に対して強く要望すること。
(1) 容器包装廃棄物の減量と環境負荷の低減を進め、３Ｒの一層の推進を図るために次の仕組みを構築すること。
①　デポジット制度の導入
②　飲料用容器等の規格化、製造・販売業者にリターナブル容器の使用及び回収の義務付け等ワンウェイ容器の製造・販売を抑制するための方策を検討すること
③　ガラス製容器のリターナブル・リサイクルを促進するため、色、形状の規格の統一や識別表示を義務化すること
(2) 容器包装リサイクル法では、「事業者が市町村に資金を拠出する制度」を創設したが、依然として市町村の役割負担が大きく、分別収集が進むほどに市町村の財政を圧迫している。一方事業者の役割分担は比較的軽いことから、容器包装廃棄物の発生抑制効果は乏しく、ペットボトルに見られるよに大量消費・大量リサイクルを招いている。
　ついては、拡大生産者責任の観点から、分別収集・選別保管に関わる経費に一定の負担を課すとともに、市町村負担分の再商品化費用についても事業者負担とすること。
(3) プラスチック制容器包装の引き取り品質基準において異物扱いとなっている指定収集袋及び市販の収集袋については、プラスチック製容器包装の効率的・円滑な分別収集などに必要・不可欠であることから、法の対象物に準じるものとして取り扱うよう早急に対処すること。
(4) 容器包装以外のプラスチック製廃棄物のリサイクルが進められるよう、分別基準の緩和や制度の見直しなどについて検討すること。(5) 廃家電製品の不法投棄の防止と適正処理・リサイクルの一層の促進を図るため、販売時費用回収方式（前払い方式）あるいは製品価格への上乗せ（内部化）に改めること。
水道・下水道に関する制度政策要求書（案）
　
　地方公営企業は住民生活に欠かすことのできない「ライフラインの確保」という重大な責務を担っております。
　本格的な維持管理の時代に入る中、災害対策や危機管理も重要な業務となってきており、公的関与による安全性や信頼性の確保を求める声も大きくなっています。私たちは、住民生活の質的向上をめざして住民のための公営企業を確立するとともに、公営企業労働者の生活と権利を守りたいと考えています。
　公務公共サービス内容の質的充実をはかるべく、下記事項への積極的な対応がなされますよう要請いたします。
(1) 公的関与が著しく阻害される包括的民間委託は行わないこと。
(2) 災害時における、他自治体からの応援・支援体制を確立し機能できるよう、組織形態や指揮命令機能系統などを確立すること。また、被害を想定した訓練を実施すること。
(3) 技術系職員の採用を行うこと。
(4) 水道の大口需要者の地下水移管に対して、何らかの自治体としての対策を講じること
(5) 総務省が進める「公営企業会計制度の見直しに」に関して、当事業体が受ける影響について明らかにすること。
